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あらまし

　小売商業政策は、第２次世界大戦以降、今日に
至るまで、中小小売商業者対策の視点、流通近代
化の視点、まちづくりの視点と、大きく政策意図
をシフトしている。しかしながら、その間、一貫
しているのは小売商業政策に内在する調整機能
と振興機能が何らかの関係性を有して有機的に
作用しているということである。
　本稿では、小売商業政策において普遍的に存
在しているかのようにみえる調整機能と振興機
能の存在と、その相互作用に関心を持ち、２つの
機能を主軸とするポリシーミックスに関する分
析を試みた。
　まず、事例研究として、小売商業政策の３つの
政策転換局面における政策形成過程とそれぞれ
の機能を有した政策相互の関係性を考察した。
その上で、小売商業政策の政策形成関係者が、中
小小売商業者、スーパー、百貨店など利害の対立
する商業者で構成されていることとの関連から
ポリシーミックスが生まれることを明らかにし
た。更に、小売商業政策におけるポリシーミック
スのメカニズムとして、「調整機能を主、振興機
能を従とするメカニズム」、「実質的決定時期の
分離に関するメカニズム」、「相互補完と二律背
反（trade off）の両面を有したメカニズム」とい
う３つの仕組みを導き出した。

１．はじめに

　小売商業政策とは、最終消費者に商品を販売
する小売業の望ましいあり方を実現することを
目的として実施される公共政策である。小売業
が流通過程の一部であることから小売商業政策
は流通政策のひとつとして位置付けられている。
一方で、小売業は立地産業として限られた地域
の住民の消費生活を支えており、また土地利用
や空間利用という要素も有していることから地
域や都市との関連が深い。そうした意味で小売
商業政策は地域政策や都市政策、あるいはまち
づくり政策の一部門として捉えられている側面
もある。特に自治体においては、小売商業政策を
単に流通面だけに視点を置くのではなく、地域
振興や地域のまちづくりという総合政策的な視
点で捉えているケースが多い。
　本稿では、この小売商業政策に内在する調整
機能と振興機能に着目し、この２つの機能を主
軸とするポリシーミックスの形成要因やメカニ
ズムを解明することを目的としている。小売商
業政策は、これまで重大な政策転換局面におい
て、必ず調整機能を有した政策と振興機能を有
した政策がパッケージとなって出現している。
この２つの機能の関係性については、従来から
「自動車（くるま）の両輪」、「自動車（くるま）の
アクセルとブレーキ」、あるいは「アメとムチ」な
どと表現されてきたが、この２つの機能を含ん
だ政策パッケージをポリシーミックスとして捉
え、その内容を分析したものは比較的少ない。本
稿は、小売商業政策におけるポリシーミックス
の分析をとおして、小売商業政策の本質の一端
に迫り、政府や自治体が新たな政策を立案する
際や、既存の政策の見直しを図る際などに、重要
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  1  百貨店法は、戦後の一時期をはさみ、1937～1947年及び1956～1973年にそれぞれ制定されていた。本稿では、２度のわたる百
貨店法を区別するために、前者を第１次百貨店法、後者を第２次百貨店法と表記する。

  2  憲法第22条に関する記述については、山本浩三『憲法』㈱評論社，1979年　127ページ及び「最高裁判決昭和47年11月22日　
昭和45（あ）23小売商業調整特別措置法違反小売市場許可制事件」を参照。

  3  正式には「特定商業集積の整備の促進に関する特別措置法」。
  4  正式には「中心市街地における市街地の整備改善及び商業等の活性化の一体的推進に関する法律」。
  5  川野訓志「商業政策」（田代洋一、萩原伸次郎、金澤史男『現代の経済政策』有斐閣ブックス，2002年）184ページ　参照。
  6  本稿では、インターネット販売や通信販売などの無店舗販売を小売商業政策の対象には含んでいない。また、政治家の名前や省
庁をはじめとする行政機関の名称は当時のものを使用している。

  7   正式には、「大規模小売店舗における小売業の事業活動の調整に関する法律」。

な視座を提供することを目指すものである。　

２．調整機能と振興機能

　本稿では、政策に着目した「調整政策」や「振
興政策」ではなく、機能に着目した「調整機能」
や「振興機能」を分析対象として捉えている。そ
の理由は、政策の意図や内容は小売商業を取り
巻く環境変化に合わせて変化しているが、それ
を「機能」として捉えることにより、「調整」と
「振興」の普遍的な関係性を顕在化させやすいと
考えたためである。
　「調整機能」とは、本来、市場原理に委ねられ
るべき商業分野での事業活動において、政府が
新たに進出してくる小売店舗の対外的影響力
（中小小売業との規模格差、周辺住民の住環境へ
の影響、都市基盤整備への影響など）の大きさや
速度を緩和しようとする機能と定義する。代表
的な政策としては、第１次及び第２次百貨店法1、
小売商業調整特別措置法、大規模小売店舗法、大
規模小売店舗立地法などがある。憲法第22条第
１項では、国民の基本的人権のひとつとして職
業選択の自由が保障されており、その中に営業
の自由を保障する趣旨も含まれている。ただし、
この職業選択の自由ないしは営業の自由は、「公
共の福祉に反しない限り」において保障されて
いるものであり、言い換えれば公共の福祉の要
請によって合理的な制限を加えることができる
のである2。小売商業政策における調整機能は、
この営業の自由に関する合理的な制限を具現化
するものとして存在しており、個人や企業の経
済活動に規制措置を加える性格上、透明性を高
める意味でその多くが法律の形式を採っている。
　一方で、「振興機能」とは、特定の主体の競争
力を強化させることにより市場全体の競争をよ
り有効に展開させることを目的とする機能と定
義する。代表的な政策としては、中小小売商業振

興法、特定商業集積整備法3、中心市街地活性化
法4などがある。振興機能は、調整機能と比べて
振興対象の商業者以外の関心が薄く、社会全体
における注目度はそれほど高くはない5。これ
は、①大規模小売店舗出店の可否にかかわる調
整機能と比べると社会的影響力が小さい、②振
興機能を有した政策や制度が複雑で体系的に理
解することが難しい、③振興機能が及ぼす効果
が分かりにくい、という３点に起因すると考え
られる。
　以下で、調整機能と振興機能の関係性を考察
するために、小売商業の政策転換となった３つ
の局面における政策形成過程を分析する6。

３．調整機能と振興機能の関係性に関する
考察（事例研究）

　
　第２次世界大戦後の小売商業政策は、幾度か
の大きな政策転換を経てきたが、その際には、必
ず調整政策と振興政策が何らかの関係性を有し、
関連した動きを示してきた。本稿では、とりわけ
重要な政策転換のポイントとして「1973年：第
２次百貨店法の廃止と２つの法律（大規模小売
店舗法 7 及び中小小売商業振興法）の制定」、
「1991年：日米構造問題協議と大規模小売店舗法
関連５法の成立」、「1998年：まちづくり３法の
成立」を取り上げ、この３つの局面において調整
機能と振興機能がどのような役割を担い、どの
ような相互の関係にあったのかということを分
析していく。

３.１　第２次百貨店法の廃止と２つの法
律の制定（1973年）

　1973年７月11日、当時の中曽根康弘通商産業
大臣は、大規模小売店舗法案及び中小小売商業
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  8  第２次百貨店法は、一販売業者の１店舗の売場面積が一定基準を超える場合に規制の対象となる「企業主義」を採用していた。し
かし、スーパーは、各階ごとに別会社にするなど、それぞれの売場面積を基準以下にすることにより、この規制を回避していた。
これを「擬似百貨店問題」という。

  9  草野厚『大店法　経済規制の構造』1992年，日本経済新聞社　92ページ　小売業上位10社（『ランキング流通革命』1987年）参
照。なお、スーパーが店舗数を飛躍的に増加することができた理由は、スーパーが多店舗できるチェーンオペレーションを有し
ていたことが大きい。

振興法案が審議された第71回国会衆議院商工委
員会において次のように述べている。「大きな力
のあるものが自由を乱用して小さいものを圧迫
するということは、われわれはこれを許しませ
ん。しかし、一面において、スーパーというもの
が出てきたことによって、どれくらいお客さん
が便利になったかということも見逃せない事実
であります。われわれは、そういう面から、一面
において、中小小売商業振興法のような法律を
出し、あるいは無担保、無保証の特別の金融制度
も創設し、あるいは事業主報酬制度も今度の年
から実行し、こういうふうにして専門店、小型店
独特の味を持っておる小売商業、零細商業を保
護しつつ、たくましく伸ばしていこうと思って
おるわけです。規制ばかりが能ではないので、振
興ということも非常に大事な面で、そして競争
させつつ両方が発展していく。競争的共栄、競争
的共存といいますか、そういうような形がやは
り体系としては長い目で見て望ましいのだ。そ
の場合に中小零細小売商業がどうしても力が足
りませんものですから、そういう点については
国家がもっと力を入れてこれを助長しようと
思っておる次第であります。」。この発言は、大規
模小売店舗を規制する調整機能の必要性は認め
るもののスーパーが消費者の支持を得ているこ
とも事実あり、そのためにも中小小売商業者の
振興に力を入れる必要があるという、当時の小
売商業政策における調整機能と振興機能の考え

方を明確にしている。以下で、「政策形成過程」と
「２つの法律の関係性」の２つの視点から考察し
ていくことにする。

３.１.１　政策形成過程

　大規模小売店舗法及び中小小売商業振興法が
制定される以前の小売商業政策は、1956年に制
定された第２次百貨店法と、1959年に制定され
た小売商業調整特別措置法の２つの調整機能を
有した法律により、中小小売商業者の経営を脅
かす存在を抑制し、中小小売商業の事業機会を
確保することを主眼として進められてきた。そ
の後、1965年頃から、小売商業を取り巻く３つ
の社会的問題が顕在化することになる。１点目
が、「百貨店以外の大規模小売店舗（スーパー）の
急速な進出」である。新たな業態として登場した
スーパーは、「企業主義8」である第２次百貨店法
の規制を受けることなく店舗数を急増させてき
た。1972年当時の店舗数は、スーパーのダイエー
111店、西友ストアー105店、ニチイチェーン154
店で、百貨店は三越14店、大丸６店、高島屋５
店であった9。こうしたスーパーの台頭は、地域
の中小小売商業者との対立と、出店が規制され
ていた百貨店との不公平感を生み出すことに
なってきた。２点目が、「コンシューマリズム（消
費者主義）の台頭」である。国民の価値観が消費
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表１　２つの法律の要旨
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者中心に転換されはじめた時期であり、消費者
物価引下げの要請、所得水準の増加に伴う消費
者ニーズの高級化や多様化、消費者保護論の高
まりなど、低価格販売の実現と商品の品揃えの
豊富なスーパーを否定すべきではないという思
想につながっていた。３点目が、「資本自由化の
進展」である。流通部門における資本の自由化を
想定し、欧米先進国に比べて立ち遅れているわ
が国流通の近代化が急務と考えられていた。
　次に、当時の政治的な状況である。スーパーの
急成長に伴い、中小小売商業者からのスーパー
規制要望を受け、政府は1962年12月から、産業
合理化審議会においてスーパー規制の検討を開
始した。そして、１年以上にわたる検討を続けた
結果、新たな法的規制を行うべきではないとい
う報告を取りまとめた。流通革命10の動きを妨げ
るべきではないという考えが大勢を制したので
ある。この時点で、流通革命、あるいは流通近代
化の寵児としてみなされていたスーパーに対す
る規制は一旦見送られた11。1971年に中小小売商
業団体と百貨店が、それぞれの思惑は違うもの
の、第２次百貨店法の改正を陳情したことによ
り、改めてスーパーの規制が政治の舞台で取り
上げられることになった。そして産業構造審議

会流通部会で百貨店法の改正に関する議論が本
格的に開始されたのである。
　大規模小売店舗法と中小小売商業振興法の骨格
は、産業構造審議会流通部会第10回中間答申12に
おいて提示された。その中で、大規模小売店舗と
中小小売店舗の調整に関しては、「過剰労働力の
プールの役割を果たしていた小売業の役割転
換」、「消費者からの要請を満たすためには、小売
商業における有効競争を促進する必要があり、
百貨店法を緩和すべき」、「大規模小売商業者と
中小小売商業者との間に存在する競争条件の格
差を是正する何らかの調整は必要」、「中小小売
商業者の対応努力をできるだけ円滑化するよう
に配慮していくことが必要」などが示された。一
方で、中小小売商業政策の強化に関しては、「保
護政策ではなく経営体質強化に力点を置くべ
き」、「中小小売商業の振興のために立法措置を
検討」、「流通近代化に向けて対応が困難な小規
模零細商業者への配慮」などが示された。
　このように、中間答申によって、調整機能の緩
和と振興機能の立法化が今後の方向性として示
された。この中間答申に対して、政策形成関係者
の意見は表２のように分かれた。
　東京商工会議所は改正案に基本的に「賛成」、

10  「流通革命」とは、スーパーなど画期的な小売業態の普及によって、流通業全体が大きく変化することを言う。この流通革命と
いう言葉が普及したのは、林周二『流通革命』（中央公論社，1962年）がきっかけと言われている。

11  スーパーの規制を見送る一方で、1962年に商店街の組織化を定めた商店街振興組合法（議員立法）を制定し、スーパーの進出に
より影響を受ける商店街の近代化を促進するための法的整備を進めていた。

12  「流通革新下の小売商業―百貨店法の改正の方向―」として1972年に発表された。

参� �考� �人� � 意�  � � �見� �
東�京商�工�会議所� �
田�原常�務�理事� �

・�百貨�店�法改�正�の基�本�ライ�ン�には�賛�成。� �
・�現行�の�百貨�店�法に�引�き続�き�商工�会�議所�の�調整�機�能を�活�用し�て�ほし�い�。� �
・�地元�中�小小�売�商業�者�に対�す�る適�切�な商�業�対策�の�強化。� �

日本�チ�ェーンス�ト�
ア�協会� �
中�内会長� �

・�百貨�店�との�公�平の�た�めに�規�制対�象�を広�げ�るの�は�規制�強�化で�あ�る�。�消�費者の�
福�祉や�流�通の�近�代化�は�実現�で�きな�い�。� �

・�流通�の�近代�化�とい�う�こと�で�、�制�限�的規�制�的な�法�令は�撤�廃さ�れ�るこ�と�を期待�
し�てい�た�。ス�ー�パー�は�百貨�店�法の�中�に取�り�込ま�れ�たく�な�い。� �
・�百貨�店�法の�撤�廃�は�チ�ェー�ン�スト�ア�業界�の�信条。� �
・�この�百�貨店�法�の改�悪�には�納�得し�か�ねる。� �

全日�本�商店街連�合�
会� �
並�木会長� �

・�百貨�店�法の�規�制�（�許�可制�）�の内�容�を変�え�ない�で�スー�パ�ーを�組�み入�れ�てほし�
い�。�許�可�制を�届�出制�に�する�の�は反�対�。�で�も�許可�制�を突�っ�張っ�て�スー�パ�ーが�
野�放し�の�まま�当�面放�置�され�る�ので�あ�れば�や�むを�得�ず届�出�制で�も�了解。� �
・�現行�の�基準�面�積を�引�き下�げ�てほ�し�い。� �
・�小売�業�の代�表�者を�多�数確�保�した�調�整機�関�を現�状�のよ�う�にお�い�てほ�し�い。� �
・�改正�百�貨店�法�と中�小�小売�商�業振�興�法は�同�時制�定�。� �

日�本百�貨�店協会� �
古�屋会長� �

・�基本�的�方向�に�つい�て�は賛�意�。立�法�化の�実�現を�急�いで�ほ�しい。� �
・�改正�百�貨店�法�と中�小�小売�商�業振�興�法は�同�時制�定�。� �

表２　第69回国会衆議院商工委員会流通問題小委員会における参考人の意見

（1972年 10月４日第69回国会衆議院商工委員会流通問題小委員会における会議録抜粋）
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13  草野　厚『大店法　経済規制の構造』日本経済新聞社，1992年　95－ 107ページ　参照。
14  大規模小売店舗からの店舗の新設あるいは増床の届出に対して、通商産業省が事前に審議会等に諮り、勧告や措置命令を行える
という方式。

日本チェーンストア協会は規制強化であるとし
て「反対」、全日本商店街連合会は「本当は反対。
でも、やむを得ず届出制でも賛成」、日本百貨店
協会は「賛成」であった。更に、全日本商店街連
合会及び日本百貨店協会は、規制が許可制から
届出制に緩和されることに対して、中小小売商
業振興法の同時制定という意見を付している。
通商産業省は、こうした対立する意見を調整す
るために小売問題研究会を設置した。1972年12
月の衆議院総選挙で社会党及び共産党からこの
原案、特に届出制移行に対する反対が表明され、
百貨店法の改正は政治的争点に発展した。結果
的に、この選挙で自民党は前回から17議席減ら
して271と後退し13、一方で、共産党と社会党は
大きく躍進した。したがって中小小売商業者を
支持母体とする自民党の商工関係議員も届出制
移行には反対を表明せざるをえなくなり、結果的
に法案は中小小売商業者に対する保護色が強い
方向に修正されることになる。改正案は第71回
国会において、第２次百貨店法の「許可制」から
単なる「届出制」への移行ではなく、新たな概念
である「事前審査付の届出制14」に移行するとい
う形で上程された。1973年９月11日に開催され
た参議院商工委員会では、参考人として日本百
貨店協会、日本チェーンストア協会、全日本商店
街連合会の代表が出席し、この上程された大規
模小売店舗法案に対して３者とも「賛成」を表明
した。通商産業省の腐心の賜であり、３者の思惑
に配慮、言い換えれば妥協した調整機能として
の大規模小売店舗法、振興機能としての中小小
売商業振興法が、こうして同時に船出をした。

３.１.２　２つの法律の関係性

（１）政策形成過程からみた関係性
　大規模小売店舗法及び中小小売商業振興法は
第71回国会において成立したが、この２つの法
律の政策形成過程を分析すると、実質的な政策
方針決定のタイミングが分離していることがわ
かる。
　中小小売商業者や百貨店などの政策形成関係
者からの要望により、第２次百貨店法を見直す

方向で議論が進んでいった。産業構造審議会流
通部会第10回中間答申において示された見直し
内容は、新たにスーパーが規制の対象として追
加される一方で、大規模小売店舗の出店手続き
が許可制から届出制に変更されるものであり、
中小小売商業者の立場から見るとこの出店規制
の緩和という政治的インパクトが大きかった。
そして、そのことが中小小売商業者を対象とす
る振興機能の立法化を実現したのである。
　２つの法律の実質的な政策決定のタイミング
について、図１でまとめてみた。政策形成関係者
からの要望により、第２次百貨店法の改正、すな
わち大規模小売店舗法が制定されるのであるが、
大規模小売店舗法を出店規制緩和と捉えると、
そのことは中小小売商業者にとって新たな「問
題」の発生となる。そして、政府はその問題に対
応するために、「中小小売商施策の一層の強化」
という政策方針を打ち出し、結果として中小小
売商業振興法を制定した。ここでは、中小小売商
業振興法による中小小売商業者が個々で、ある
いは共同で実施する経営体質強化のための近代
化努力に対する積極的かつ体系的な支援が期待
されていたのである。
　このように政策形成過程を見ていくと、振興
機能としての中小小売商業振興法は、調整機能
としての大規模小売店舗法による出店規制緩和
に対応して誕生していることが分かる。つまり、
この２つの法律は、「主たる大規模小売店舗法」、
「従たる中小小売商業振興法」という関係である
と言える。２つの法律の関係はあくまでも調整
機能を有した大規模小売店舗法が中心となり、
調整機能の方針次第で振興機能の強化度合いが
確定するというものであった。更に、中小小売商
業振興法が、中小小売商団体のみならず百貨店
やスーパーからも強く要望されていた背景は、
いかに規制緩和政策としての大規模小売店舗法
の早期成立が渇望されていたのかということの
裏返しでもある。中小小売商業振興法は第2次百
貨店法を改正し大規模小売店舗法を成立させる
上で不可欠な存在だったのである。
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（２）対処すべき問題に着眼した関係性
　当時生じていた小売商業を取り巻く問題を解
決する上では、調整機能を有した大規模小売店
舗法だけでは政策的に不十分であったというこ
とを考察していく。先に、２つの法律の政策形成
に際する問題の認識として、「百貨店以外の大規
模小売店舗（スーパー）の急速な進出」、「資本自
由化の進展」、「コンシューマリズム（消費者主
義）の台頭」の３点を挙げた。そして、この３つ
の問題を解決するために２つの政策が生み出さ
れたのである。その問題と政策の関係性につい
ては図２でまとめてみた。まず、「百貨店以外の
大規模小売店舗（スーパー）の急速な進出」と「資
本自由化の進展」という問題に対して、「わが国
の小売商業の秩序維持」を図るために、政策の方

針として「競争条件の調整」を掲げ、その結果、
具体的な政策として大規模小売店舗法が制定さ
れた。　　　
　また、「資本自由化の進展」と「コンシューマ
リズム（消費者主義）の台頭」に対して、国内の
流通近代化を促進する必要があり、そのために
政策方針として規模の零細性から流通近代化の
妨げになることが予想される「中小小売商業者
のボトムアップ（底上げ）」を掲げ、具体的な政
策として中小小売商業振興法が制定された。つ
まり、当時、生じていた問題を解決するためには
２つの政策が必要であったのである。補完し
あった２つの政策の効果の合算が、当時の小売
商業政策に求められていたのである。

政�策形成関�係�者�か�
らの�第�２�次百貨�店�
法改正�の�要望�

出店規�制�緩和�

大規模�小�売�店�舗法の�制�定�

大規模�小�売�店�舗の出�店�増�

問題の�認�識�

＜政策�対�応＞�
 � �中�小�小�売�商施策�の�一�層�の強化�

中小小�売�商�業�振興法�の�制定�

図１　２つの法律の政策形成過程における実質的な政策決定のポイント

対応す�べ�き�問�題�
百�貨�店�以�外�の�大�規�模�
小売店�舗�（�ス�ーパー�）�
の急速�な�進出�

資本自�由�化�の�進展� コ�ン�シ�ュ�ー�マ�リ�ズ�ム�
（消費�者�主�義�）�の台頭�

目指す�べ�き�方�向�

政策の�方�針�

政策�

流通近代�化�

中小小売�商�業�者のボ�ト�ム�ア�ップ�

小売商�業�の�秩�序維持�
・�中�小�小売�商�の事業�活�動�の�機会確保�
・消費�者�利�益�の保護�

競争条�件�の�調�整�

大規模小�売店�舗法� 中�小小売�商業�振興法�

図２　対応すべき問題からみた２つの法律の関係性
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15  正式には「輸入品専門売場の設置に関する大規模小売店舗における小売業の事業活動の調整に関する法律の特例に関する法律」。
16  正式には「民間事業者の能力の活用による特定施設の整備の促進に関する臨時措置法の一部を改正する法律」。
17  1978年に改正された大規模小売店舗法では、調整対象となる建物を、これまでの店舗面積1500㎡以上（政令指定都市は3000㎡
以上）の規模から、店舗面積500㎡超まで引き下げるとともに、1500㎡未満（政令指定都市は3000㎡未満）の店舗を第２種大規
模小売店舗として、調整権限を都道府県知事に委任した。また、通商産業大臣が調整に当たる1500㎡以上（政令指定都市は3000
㎡以上）の店舗についても、この届出を都道府県知事を経由して行わせることとし、その際、都道府県知事は通商産業大臣に対
して意見を申し出ることができるなど、地域の意向が十分反映できるようなシステムとなった。また届出から勧告までの期間を
３ヶ月から４ヶ月に改めるとともに、必要に応じて更に２ヶ月の範囲内で延長できることになった。

３.２　日米構造問題協議と大規模小売店
舗法関連５法の成立（1991年）

　1991年４月12日の第120回国会衆議院商工委
員会において、改正大規模小売店舗法案、輸入品
専門売場特例法15案、特定商業集積整備法案、改
正中小小売商業振興法案、改正民活法16案の、い
わゆる大規模小売店舗法関連５法案が一括して
提案された。中尾栄一通商産業大臣は、同委員会
において、一括提案の理由を次のように述べて
いる。「～これらの５法案は、商業をめぐる環境
変化に対応するためであり、内外の要請を十分
に踏まえて規制緩和を図るとともに、大型店と
中小小売店との共存共栄を旨とした新しい商業
振興策の実施を総合的に推進しようとするもの

である。各法案の円滑な実施を通じて全体とし
て消費者利益の増進の実現を目指すものである
ところから、これらはお互いに密接に関連し一
体不可分のものと考えている。したがってこれ
ら５法案を一括してお諮り申し上げた、こうい
う順序段階になったわけである。」。
　５法の政策意図を分析するため、以下で「政策
形成過程」と「２つの機能の関係性」の２つの視
点から考察していくことにする。

３.２.１　政策形成過程
　
　大規模小売店舗法は、1973年の法制定以降、オ
イルショックと高度経済成長の終焉を背景とす
る法改正17（1978年）や、通達などの行政指導に

機�能� � 政�策（�法�律�）� � 要�  � �  � � �旨� �
改�正大�規�模小�売�店舗法� �・�出店�調�整�処�理期�間�を１年�以�内と�す�るな�ど�、�新�たな出�店�調整処�

理�スキ�ー�ムを�導�入す�る�（大�店�審の�意�見聴�取�機能�の�強化�、�手続�
き�の透�明�性な�ど�）�。� �

・�地方�公�共�団�体の�独�自規制�を�抑制�す�るた�め�、�そ�の根拠�と�なる法�
的�措置�を�講じ�る�。� �

・�種別�境�界面�積�の引�下�げ� �
・�２年�後�の見�直�し（�附�則）� �

調
�整
�機
�能
�

 � 輸�入品�専�門売�場�特例法� �輸�入品�を�設置�す�る売�場�につ�い�て�、�当�分�の�間�、�大�規�模小�売�店舗法�
に定める第４条（営業開始等の制限�）�、第７条（届出者への�変�
更勧告�）�、第８条（勧告を受けた者への変更命令）などの手�続�
き�、制�限�の適�用�を除�外�する。� �

特�定商�業�集積�整�備法� �
 �

民間事�業�者�が�行う�商�業�集�積の整�備�及�び�これ�と�一�体�的に設�置�す�
る�公共�施�設の�整�備を�官�民一�体�とな�っ�て推�進�し�、�望まし�い�商業集�
積�の整�備�を図�る�。� �
・�通産�大�臣、�建�設大�臣�、自�治�大臣�が�、基�本�指針�を�作成� �
・�市町�村�が基�本�構想�を�作成�し�、都�道�府県�知�事が�承�認� �
・�民間�事�業者�に�対す�る�支援�の�追加� �
・�公共�施�設の�整�備、�税�制の�特�例措置� �

改正中小小売商業振�興�
法� �
 �

小�売�商�業�者の�近�代�化�、�高度�化�に向�け�ての�努�力に�対�する�支�援強化� �
・�支援�対�象と�な�る高�度�化事�業�の拡充� �
・�高度�化�事業�等�への�支�援等�の�追加� �

振
�興
�機
�能
�

 �

改�正民�活�法� � 法�の対�象�施設�に�、�商�業基盤�施�設及�び�食品�流�通基�盤�施設�を�追加す�
るこ�と�によ�り�、民�間�事業�者�によ�る�施設�整�備を�促�進す�る�。� �

表３　５法の要旨
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よる新規出店の大幅な制限、地方議会による出
店凍結宣言などにより、極めて規制の色合いが
強い、言い換えれば中小小売商業者に対する保
護的な色合いが強い法律として運用されてきた。
更に通達にも書かれていない、また行政指導も
及ばない「地元の事情」が、結果的に大規模小売
店舗の新規出店の可否判断や、新規出店の際の
規模などに大きく影響を与えるという、正に不
透明極まりない実態があったことも衆目の一致
するところであった。
　こうした大規模小売店舗法の運用実態に対し
て、1985年の日米貿易委員会で米国がはじめて
非関税障壁として批判をした。更に、米国は1987
年９月及び1988年９月の同委員会、1988年６月
の先進国首脳会議などでも改善要求を繰り返し
た18。そして、その議論は、対日貿易不均衡を是
正することを目的とする日米構造問題協議に場
を移し、1990年５月の中間報告において大規模
小売店舗法に関する３段階の緩和措置19を盛り込
むことによって一応の終結を見たのである。
　５法の制定に向けた政治の形成に対する圧力
は、米国からの規制緩和要求によるところが大
きく、貿易赤字国が黒字国に対して市場の開放
を要求し、その象徴として大規模小売店舗法を
槍玉に上げたというのが一般的な見方である。
しかしながら一方では、大規模小売店舗法の規
制を緩和したい日本側の一部の考え方を反映し
たものでないか、すなわち日本が外圧を利用し
て大規模小売店舗法の規制緩和を進めているの
ではないかという意見も存在していた。５法の
制定の背景には、米国からの圧力以外にも、国内
において政治的に放置できない２つの問題が存
在していた。１点目が、「出店手続きの長期化」で
ある。1980年代前半の出店手続きは、大規模小
売店舗が新規に出店する際に幾多の障壁が待ち
受けていた。例えば、新規出店の表明はするもの
の、事前審査の段階で過度な地元合意を要求さ
れ、結果的に開店までの間に10年以上かかる案

件20が地方において散見されたり、また中小小売
商業者が各地方の商工会議所に設置された商業
活動調整協議会の開催を実力で阻止したり、あ
るいは中小小売商業者が新規に開店する大規模
小売店舗の前で実力行動を採るなど、大規模小
売店舗の出店に伴うトラブルが地方の社会問題
に発展し、地方議会における政争の具となって
いた。２点目が「小売商店数の減少」である。1982
年の商業統計結果をピークに、小売店舗数は減
少傾向となった。当時は、大規模小売店舗法が中
小小売業に対する保護的な役割を果たしており、
大規模小売店舗の新規出店は地方ごとの差はあ
るとして概ね大きく制限されていた。つまり、石
原武政も指摘するとおり、更に調整機能を強化
すること、すなわち大規模小売店舗法により大
規模小売店の新規出店を一層抑制しても、小売
商業者数の減少を阻止し、健全な中小小売商業
者が生き残ることにつながるとは限らない21とい
うことが問題提起された。こうして、大規模小売
店舗法による商業調整の社会的意味は希薄化し、
中小小売商業者に対して新たな振興政策を講じ
ていく必然性の高まりを生むことになったので
ある。
　他方で、振興機能に関する駆け引きも始まっ
ていた22。大規模小売店舗法の存廃が日米構造問
題協議において主要な議題となっていた1990年
３月に、全国商店街振興組合連合会など13の小
売商業団体が大規模小売店舗法廃止反対の決起
集会を開いた。その後、大規模小売店舗法の廃止
は免れ、「90年代の流通ビジョン23」で掲げられ
た規制緩和の方向性で決着することとなった。
同年５月の日米構造問題協議における中間報告
に盛り込まれた３段階による規制緩和に対して、
これまで出店規制緩和反対の運動を引っ張って
きた全国商店街振興組合連合会は、一転して理
解する立場を示した。そのことは、他の小売商団
体が依然反対運動を続けていた中にあって際
立った対応であり、結果的に商店街振興に係る

18  『大店法が消える日』日本経済新聞社，1990年　６ページ　参照。
19  第１段階は、現行大規模小売店舗法の運用適正化を直ちに行うとするもの。第２段階は、大規模小売店舗法の改正案を1990年12
月召集予定の通常国会に提出するとするもの。第３段階は、上記改正の２年後に、その実績等を踏まえ特定地域における法規制
の撤廃を含め大規模小売店舗法の基本的見直しを行うとするもの。

20  京都市北区に出店を計画していたイズミヤ白梅町店は出店表明から開店までの間に13年を要した。
21  石原武政『まちづくりの中の小売業』有斐閣選書，2001年　194－ 195ページ　参照。
22  振興機能に関する駆け引きの記述は、日本経済新聞社『大店法が消える日』1990年　20－ 23ページ　参照。
23  1989年６月に産業構造審議会流通部会・中小企業政策審議会流通小委員会合同会議において、「90年代における流通の基本方向
について―90年代流通ビジョン―」として取りまとめられた。
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予算の大幅な増額につながっていくのである24。
米国が主張していた規制緩和を実現しなければ
ならない政府に対して、全国商店街振興組合連
合会のいわば政治的駆け引きは大いに功を奏し、
結果的に商店街の既得権益が大きく拡大した25。
　５法の骨子は、1990年７月から産業構造審議
会流通部会・中小企業政策審議会流通小委員会
における検討を経て、同年12月に発表された中
間報告26で示された。中間報告では、規制緩和措
置としての大規模小売店舗法の改正に当たって
の基本的な視点として、「消費者利益への十分な
配慮」、「手続きの迅速性、明確性、透明性の確
保」、「輸入拡大の国際的要請への配慮」の３点を
指摘した。また、今後の振興機能を中心とする小
売商業対策における基本的な考え方として「消
費者利益の重視」「地域のまちづくり」「流通シス
テムの合理化」「大型店と中小店の共存共栄」「自
主的努力への支援」の５点を掲げた。

３.２.２　大規模小売店舗法関連５法の関係性

　1991年５月３日に開催された第120回国会参
議院商工委員会における審議の中で、大規模小
売店舗法の改正を中心とする関連５法の関係に
ついて２つの比喩的な表現が用いられた。「“あ
め”と“むち”27」及び「アクセルとブレーキ28」
である。「“あめ”と“むち”」とは中小小売商業
者の視点に立った表現で、大規模小売店舗法の
改正により規制が緩和されることは「むち」であ
り、一方で、特定商業集積整備法や中小小売商業
振興法は補助金を伴う「あめ」とするものであ
る。また「アクセルとブレーキ」とは、調整政策、

すなわち大規模小売店舗法による規制を「ブ
レーキ」、振興政策、すなわち中小小売商業振興
法などを活用した取組を「アクセル」とするもの
である。
　
（１）政策形成過程から見た５法の関係性
　図３で、大規模小売店舗法関連５法の政策形
成過程について、「環境の変化→政策の必要性→
政策提案」という流れに沿って整理をした。する
と、日米構造問題協議の最終報告に盛り込まれ、
実質的に政策提案がなされた調整機能に関する
改正大規模小売店舗法と輸入品専門売場特例法
の２つの法律、そして、そのことに対応するため
に制定された特定商業集積整備法、改正民活法、
改正中小小売商業振興法の３つの法律という２
グループに分類できることが分かった。つまり、
５法のうち、調整機能に関する２法は日米構造
問題協議において実質的に確定し、一方で振興
機能に関する３法は、その後の産業構造審議会
流通部会・中小企業政策審議会流通小委員会の
中間報告において実質的に確定したのである。
　大規模小売店舗法関連５法の政策形成過程は、
調整政策（改正大規模小売店舗法、輸入品専門売
場特例法）が中心となり、その調整政策による経
済的、社会的影響に対応するために振興政策（特
定商業集積整備法、改正民活法、改正中小小売商
業振興法）が立案されている。そしてこれらの５
法は、衆参両議院の商工委員会において一括し
て審議され形式的に決定されることになった。

24  全国商店街振興組合連合会の山本勝一理事長は、1991年４月17日に開催された第120回衆議院商工委員会に参考人として出席し、
上程された大規模小売店舗法関連５法案について以下のような意見を述べている。「大店法の改正については、残念ではあるが、
関係審議会での審議、格段の振興策の拡充等、諸般の情勢を考慮しつつ、更には、中小小売商業者の事業活動の機会の適切な確
保を図るという大店法の目的に則して厳格で慎重な調整が行われるということを要請し、やむを得ないと判断している。また、魅
力ある商店街・商業集積づくりのための中小小売商業振興法の改正、商業集積整備法の制定については強く支持するものであり、
この施策を活用し、商店街の活性化に積極的に取り組んでまいる所存であるので、その早期成立、施行を望むものである。」。同
じく参考人として出席した全国小売市場総連合会の川井芳男会長が、大規模小売店舗法の改正に反対を示したのと対照的な意見
であった。

25  具体的には、「消費生活に密着した魅力ある商店街・商業集積づくりのための総合的対策」として1991年度当初予算で196億円、
1990年度補正予算で534億円、中小商業活性化基金の積み増しとして300億円、出資・無利子融資として590億円の、合計1.621
億円の支援措置がとられた。

26  「大店法改正及び今後の小売商業対策の在り方について（中間報告）」として発表された。
27  商工委員会に出席した谷畑孝委員と、参考人として出席した宇野政雄早稲田大学商学部教授が、世間やマスコミの意見として紹
介している。

28  商工委員会に参考人として出席した宇野政雄早稲田大学商学部教授の発言。
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（２）振興機能を有する３法の関係性
　規制緩和を目的とする大規模小売店舗法の改
正により、以降、大規模小売店舗の出店が急激に
増加することが予想された。また、大規模小売店
舗法の運用が厳しかった時代にできなかった大
規模小売店舗の流動性、すなわちスクラップ・ア
ンド・ビルドが進むことも想定された29。こうし
た大規模小売店舗を取り巻く状況変化に対処す
るため、政府は振興機能に関する２つの政策方

針を掲げた。「中小小売商業振興策の強化」と「大
規模小売店舗と中小小売店の共存共栄」である。
これまでの振興政策は「中小小売商業振興策の
強化」、すなわち調整政策の緩和により影響を受
ける中小小売商業者の経営のボトムアップを図
ろうとするものが中心となっていた。新たに掲
げられた「大規模小売店舗と中小小売店の共存
共栄」は、規制緩和の幕開けのこの時期にはじめ
て打ち出された考え方であり、出店の増加が予

29  これまでの大規模小売店舗法が新規出店を大きく規制すると同時に、出店済みの既存大規模小売店舗の既得権益を保護する側面
も有していたことから、大規模小売店舗同士の競争が少なく、市場メカニズムによるスクラップ・アンド・ビルドが進んでいな
かった。1991年の大規模小売店舗法の改正に伴い、大規模小売店舗間の大競争時代が到来することが予想されることから、採算
性の悪い店舗を閉鎖し、新たにビジネスチャンスのある立地で新規出店を計画しようとする動きが促進されることが想定された。

輸入品�専�門�売�場特例法�大規模�小�売�店�舗法の�規�制�緩�和�
（３�段階で�の�緩和；改�正�）

消費者�ニ�ー�ズ�の多様化�
交通体�系�・�都�市構造�の�変化�
業態間�競�争�の�激化�
都市間�競�争�の�激化、�貿�易�黒�字�

環境の変化�

政策の必要性�

政策提案�

（調整機能）�

（調整�機�能）�
規制緩和�

特定商�業�集�積�整備法�

中小小�売�商�業�振興法�の�改正�

民活法�の�改正�

（振興�機�能）�
魅力あ�る�商�業�集積の�整�備�
経済社�会�の�基�盤充実�
中小小�売�商�業�者の近�代�化�・�高度化�

新たな政策の必要性�

政策提案�

第�1�2�0�回�国�会で大�規�模�小�売店舗�法�関�連�５法案�と�し�て�審議�

（振興機能）�

図３　大規模小売店舗法関連５法の政策形成過程に関する整理
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想される大規模小売店舗を地域のまちづくりと
融合させ、より魅力あふれる商業集積の形成を
目指そうとするものである。従来、新規出店する
大規模小売店舗は、中小小売商業者の敵である
ということで、出店調整手続きなどにおいて両
者は対立していた。しかしながら、小売商業の競
争は、個店レベル、商業集積レベル、都市レベル
などで重層的に展開されることから、大規模小
売店舗の出店場所によっては、隣接する商店街
や近接する小売店の経営にプラス効果を発揮す
ることも考えられるのである。例えば、商店街か
ら１km離れた大規模小売店舗は、商店街にとっ
ては極めて手ごわい競合相手となるが、商店街
内に大規模小売店舗が出店した場合には、商店
街にとっては集客力がアップし、顧客から見て
も商業集積としての魅力が向上することになる
のである。つまり大規模小売店舗は常に中小小
売店舗と対立の関係にあるのではなく、立地場
所次第では共存共栄することも可能であるとい
う考え方を示したのである。こうして、大規模小
売店舗の出店増加という１つの問題に対応する
ために２つの政策方針を掲げ、具体的な３つの
政策をアウトプットしたのである。

３.３　まちづくり3法の成立（1998年）
　
　大規模小売店舗立地法案、改正都市計画法案、

中心市街地活性化法案の３法は、1998年４月16
日の第142 回国会衆議院本会議に一括上程され
た。これらの３つの法律案は、その時点では「ま
ちづくり３法」という名称では呼ばれていなかっ
た。しかしながら、経済的規制から社会的規制へ
の転換という小売商業政策の大幅な政策転換期に
あって、抽象的な表現ではあるが「まちづくり」
を前面に押し出した関連３法案であるということ
は認識されていた。この政策意図を分析するた
め、「政策形成過程」と「２つの機能の関係性」の
２つの視点から考察していくことにする。

３.３.１　政策形成過程

　まちづくり３法の制定背景として、何らかの
対応を迫られていた３つの問題が挙げられる。
１点目が「商店数の減少と大型店の出店届出の
増加」である。1994年の商業統計においては、前
回の1991年と比べて小売店舗数は６％減となっ
ている。内訳を見ると従業者数が１～２名の零
細な小売店は同年比で10％減、従業者数が３～
４名の小売店は11％減となる一方で、従業者数
が５名を超える小売店では小売店舗数はすべて
の規模で増加している。また、中小小売店舗が集
積する商店街における空き店舗も深刻になり、
空き店舗比率が10％を超える商店街が全体の１
／３を占めている30。一方で、大規模小売店舗の

対応す�べ�き�問�題�

政策の�方�針�

政策�

大規模�小�売�店�舗法の�改�正�（�規制緩�和�）�

大規模�小�売�店�舗の出店�増�加�

大型店�と�中�小�小売店�の�共�存�共栄�中小小�売�商�業�振興策�の�強化�

改正中�小�小�売�商業振�興�法�

改正民�活�法�

特定商�業�集�積�整備法�

図4　振興政策における3つの法律の関係性

30  産業構造審議会流通部会・中小企業政策審議会流通小委員会合同会議中間答申「これからの大店政策―大店法からの政策転換―」
通商産業省産業政策局流通産業課，1998年３月１日　５ページ 参照。
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出店に係る届出件数は、1989年度には794件で
あったが、日米構造問題協議をきっかけとする
規制緩和により、1990 年度から大幅に増加し、
1996年度には2269件となるなど活発な出店傾向
がうかがえる。このように、とりわけ零細小売店
舗数の減少と、他方で活発な大規模小売店舗の
新規出店という際立った対照が、当時の小売商
業を取り巻く問題として顕著となってきていた
のである。２点目が、「我が国の流通に対する米
国等からの批判」である。大規模小売店舗法は、
GATT（General Agreement on Tariffs and Trade：
関税貿易一般協定）及び GAT S（G e n e r a l
Agreement on Trade in Service：サービスの貿易に
関する一般協定）に違反するとして、米国をはじ
めとする国際社会から非難されていた。大規模
小売店舗法は、外国事業者の日本の流通市場へ
の新規参入を阻害しており、WTOで禁止されて
いる需要を勘案した流通サービス業者の数の制
限を行っている等の主張が展開されていたので
ある。３点目が、急速なモータリゼーションの進
展、地価高騰による人口や産業の郊外流出、消費
者のライフスタイルの多様化などによる「中心
市街地の空洞化」である。中規模都市の中心市街
地で空き店舗の発生や、大規模小売店舗の退店
が増加してきた。そもそも都市の中心街の位置
や範囲は、自然的かつ流動的なものであり、人為
的に固定化できるものではない。しかしながら、
長年積み重なってきた中心街が保有する都市の

歴史的・社会的ストックが継承されないことや、
公共投資の効率性の観点、更に高齢化社会の進
展などから、何らかの政策的対応が必要とされ
る「問題」として認識されてきた。
　次に政治的な背景である。政治に影響を与え
た要因として、①日本経済団体連合会や日本
チェーンストア協会などの政策形成関係者から
の流通規制緩和要望、②1990年代に顕著となっ
た行政改革の流れ、の２点を挙げることができ
る。特に行政改革の流れについては、1993年の
経済改革研究会の報告をはじめとする数次にわ
たる検討を踏まえ、1995年３月に「規制緩和推
進計画」が閣議決定され、その後、年度ごとに改
定が進んだ。その中で、後の大店政策の転換と深
く関連する「経済的規制は原則自由・例外規制、
社会的規制は必要最小限」という原則が打ち出
された。更に、官民分担の見直しや、地方分権の
推進も大店政策の転換を大きく後押しすること
となった。とりわけ地方分権については、後に成
立する大規模小売店舗立地法や中心市街地活性
化法などにおいて、自治体のイニシアチブを尊
重するという姿勢と、地域のことは地域で決め
るという地域主導のまちづくりが具現化された。
1997年12月に産業構造審議会流通部会・中小企
業政策審議会流通小委員会合同会議からの中間
答申が発表され、「新たな小売商業政策の展開」
として「①大型店に関する政策の方向」、「②中小
小売商業政策のあり方」という２点を示してい
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建�設�省�、�通商産�
業�省、�自�治�省�、�
国土庁、運�輸�
省�、�警�察�庁�、�文�
部�省、�厚�生�省�、�
農�林水�産�省、�郵�
政�省、�労�働省� �

表4　まちづくり3法の要旨と関係省庁

（省庁の名称は1998年当時のもの）
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31  産業構造審議会流通部会・中小企業政策審議会流通小委員会合同会議中間答申『これからの大店政策―大店法からの政策転換―』
通商産業省産業政策局流通産業課，1998年３月１日　12ページ　参照。

る31。「①大型店に関する政策の方向」では、実
効性のある政策的対応へ転換することとし、「都
市計画体系における法改正等とその柔軟かつ機
動的な活用」、「大規模小売店舗立地法（仮称）の
制定」の２項目を提案しているが、いずれも都市
計画法の改正や大規模小売店舗立地法案の基本
的なフレームが提示されている。さらに両方に
共通する内容として地方分権を踏まえた地方へ
の権限委譲が述べられている。「②中小小売商業
政策のあり方」では、中心市街地の活性化のため
の総合的な施策が実施される必要性などが述べ
られている。このように、審議会からの中間答申
において、後に「まちづくり３法」といわれる法
体系の骨格が示されたのである。

３.３.２　 ３法の関係性

（１）調整機能を有した２法の関係性（大規模小
売店舗立地法、改正都市計画法）
　新しい出店スキームでは、新規出店の案件は、
まず改正都市計画法でゾーニング規制に適合し

ているかという判断がされる。この場合、土地利
用の観点から出店を拒む場合もあり得る。ゾー
ニング規制をクリアした案件が、次に大規模小
売店舗立地法に基づき周辺地域の生活環境問題
への対応がチェックされる。ここでは、具体的な
対応方策の修正が行われるのである。こうして、
改正都市計画法及び大規模小売店舗立地法をク
リアして、ようやく地域のまちづくりと整合が
図れた新規出店としてゴーサインが出るという
流れである。政策形成及び決定時点では、少なく
とも改正都市計画法と大規模小売店舗立地法の
機能分担について、図５のとおり考えられてい
た。しかしながら、その後の運用段階において、
住民合意等の手続きが困難な改正都市計画法が
実質的に機能しなかったため、都市全体を見渡
したゾーニング規制によるマクロの視点は排除
され、淡々と周辺生活環境にのみ配慮したミク
ロな視点での調整だけが機能することになった。
2004年からはじまったまちづくり３法の見直し
作業において「まちづくり３法が一部機能しな
かった」と指摘されているひとつがこの部分で
ある。

 � �

大�規�模小売店�舗�の�
立地の�適�否�判�断�（ゾー�ニ�ン�グ�規制）�

地域の環境�問�題な�ど�
への対応�

改正都�市�計�画�法�

大規模�小�売�店�舗立地法�
社会的規制�

地域の�ま�ち�づ�くりと�整�合�

出� �店�

新規出店計画�

図５　調整機能を有した２法の関係フロー図（新しく制度化された社会的規制の仕組み）
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（２）大規模小売店舗立地法と中心市街地活性化
法の関係
　大規模小売店舗立地法が、店舗出店地周辺に
おける生活環境への配慮を求めていることから、
大規模小売店舗による新規出店や建替えについ
ては周辺住民の生活環境を守る上で不可欠な広
い駐車場スペースや荷捌き場などの空間確保が
必須となることが予想された。更に、増床に際し
ても、法的には新規出店と同様の審査を経る必
要があるため、中心市街地に立地する多くの大
規模小売店舗は大規模小売店舗立地法で定めた
基準を満たすことができないと推測された。し
たがって、法律の運用が進めば、中心市街地にあ
る不採算店舗を閉鎖し、比較的安価で広い土地
が確保でき、かつ生活環境に大きな影響を与え
ない郊外に移転するという、大規模小売店舗の
スクラップ・アンド・ビルドが進むのではないか
と考えられた。

　こうしたことから、中心市街地活性化法の誕
生した背景には、大規模小売店舗立地法の制定
により、一層進展することが考えられた中心市
街地の空洞化への政策としての対応という側面
があったのである。中心市街地の空洞化と、大規
模小売店舗立地法及び中心市街地活性化法の関
係フローを図６でまとめた。

（３）地方分権からみた３法の関係性
　まちづくり３法は、これまでの小売商業政策
にはなかった地方主導という大きな特徴を有し
ている。３法の関係を考える上で、この地方主
導、すなわち地方分権を背景とする権限委譲を
どのように捉えるかということが重要になって
くる。
　地方主導という点について、通商産業省及び
建設省はそれぞれ国会で以下の答弁を行ってい
る。

モータ�リ�ゼ�ー�ション�社�会�の�進展、�人�口�の�郊外流�出�、�
消費者�の�ラ�イ�フスタ�イ�ル�の�多様化�

大規模�小�売�店�舗立地�法�の�施�行�

大規模�小�売�店�舗法の�廃�止�

大型店�の�郊�外�出店加速�

中心市�街�地�の�空洞化�の�進展�

中心市�街�地�活�性化法�

・都市中心街での新規出店
は、環境問題、交通問題な
どの関連から困難。�

図６　大規模小売店舗立地法及び中心市街地活性化法の関係フロー図

 �通商�産�業�省�（�1�9�98�年�5�月�7�日�の�衆�議�院�商�工�委�員�会�にお�け�る�堀�内�光�雄�通�商�産�業大�臣�の�答�弁）� �
 � � �
①� �今�回�の制�度�の見�直�しに�お�いては�、�地方�分�権と�い�う�時�代の�流�れを�踏�まえて�、�そ�れ�ぞれ�の�地�

元�が自�分�の責�任�で�、�その地�域�の実�情�に応�じ�た特�色�のあ�る�対応�を�促進�で�きる�よ�うに�配�慮し�
て�いる�。�そ�の際�、�地元�住�民�の�意見�が�十分に�反映�さ�れる�体�制や�、�内�容が�透�明�性�のあ�る�もの�
で�なけ�れ�ばな�ら�ない。� �

 � �②� �現行�の�大規�模�小売�店�舗法�は�通商�産�業大�臣�が運�用�主体�と�なっ�て�いる�が�、�今�度�の大�規�模小売�
店�舗立�地�法案�は�、�市�町�村の�意�志や�意�見を�聴�取し�な�がら�都�道府�県�及び�政�令指�定�都市�が�運用�
を�行う�こ�とに�な�る。� �

 �③� �また�、�中�心市�街�地�活�性化�法�案も�、�市�町村�の�規�模�を問�わ�ず�、�地�元�の市�町�村�が�活性�化�基本計�
画�を策�定�する�こ�とに�な�って�い�る�。�これ�に�対�し�て�、�政府�や�都道�府�県の�承�認を�一�切必�要�とし�
な�いと�こ�ろに�大�きな�特�徴が�あ�る。� �

 �④� �こ�れ�ら�に�よ�っ�て�、�地�方�自�治�体�の�意�思�を�最�大�限�尊�重�す�る�仕�組�み�が�出�来�上�が�る�と�考�えて�い�
る�。� �
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32  大矢野栄次『経済原理と経済政策』同文舘，2000年　26ページ、　酒井良清・榊原健一・鹿野嘉昭『金融政策』有斐閣，1999年
　26－ 27ページ　参照

　以上の答弁要旨を総合的に捉えると、３法を
効果的に活用できるかどうかは、まさに自治体
次第であるということになる。自治体から見る
と、大規模小売店舗立地法は、生活環境への影響
などの評価はそれぞれの地域の判断が尊重され
るものの、法律という形式上、基本的な手続きや
手順はナショナルスタンダードであり、すべて
の自治体に自動的に導入される調整機能を有し
た政策なのである。しかしながら、中心市街地活
性化法及び改正都市計画法は、この法律を活用
するかどうかは自治体の任意の判断に任されて
おり、自動的に導入されるものではない。した
がって、結局は、３法全体のメリットを自治体が
享受できるかどうかは自治体の判断にかかって
いる。言い換えれば、自治体主導による３法の関
係性は、地域ごと自治体自らが自由に設計でき
るのである。

４．調整機能と振興機能によるポリシーミックス

　ポリシーミックスとは、２つ以上の最適な政
策の組み合わせによって、相互に衝突し合う政
策目標を同時に達成しようとする考え方である。
個別の政策に着眼すると長所と短所が存在する
が、いくつかの政策を効果的に組み合わせるこ
とにより、短所をできるだけ打ち消し、長所を相
乗的に伸ばしていこうとするものである。
　一般に、二律背反関係にある複数の政策目的
を同時に実現するためには、政策目的と同数の
政策手段を必要とする。これを「ティンバーゲン

の定理」という。その上で、複数の政策手段の割
り当てについて、それぞれが最も大きな効果を
発揮する政策目標に割り当てられる必要がある
という考えを示したのが「マンデルの定理」であ
る32。ポリシーミックスの概念は、この政策に関
する最適な「割り当て」あるいは「組合せ」のこ
とを指す。
　元来、このポリシーミックスの考え方は、経済
政策から生まれてきた概念である。典型的な事
例としては、財政政策と金融政策の組合せによ
る景気対策や、不況期における完全雇用の実現
と国際収支の赤字解消などを挙げることができ
る。また、最近では、環境政策分野における自主
的な取組（事業者団体による自主的な取組な
ど）、税（環境税など）、排出量取引等の経済的な
手法、規制的手法（大規模排出者を対象としたも
の）、環境投資などについての最適の組合せが、
ポリシーミックスとして研究されている。
　こうした経済政策及び環境政策の事例のよう
に、現実の社会における解決すべき問題の多く
は、複数の要素が絡み合い、複雑に入り込み、単
一の政策手段で解決を図ることは極めて困難な
現状にある。もちろん、小売商業政策も例外では
ない。

４.１　ポリシーミックスが形成される要因

　小売商業政策においてポリシーミックスが形
成される要因は、小売商業政策に関する政策形
成関係者（中小小売商業者、百貨店、スーパーな

 �
建設�省�（�①�が�19�9�8�年�4�月�17�日�の�衆�議�院�建�設�委�員会�にお�け�る�瓦�力�建�設�大�臣�の�答弁�、�②�③�が同�

日の�衆�議�院�建�設�委�員�会�に�おけ�る�建�設�省�都�市�局�長�の�答弁�、�④が�1�998�年�5�月�6�日�の�衆�
議院�建�設�委�員�会�に�お�け�る�瓦力�建�設�大�臣�の�答�弁�）� �

 � � �
①� �大�型�店立�地�の適�否�の判�断�は�、�地域�の�実情�に�的確に�対�応し�た�まち�づ�くり�を�進め�る�とい�う�観�

点�から�、�地方�自�治体�が�都市�計�画体�系�の中�で�判断�し�てい�く�もの�で�ある。� �
 � �②� �各自�治�体�が�、�こ�の�問�題に�対�して�ど�こま�で�の必�要�性が�あ�るか�と�いう�こ�とが�、�制�度�の実�績�に�

つ�なが�っ�てく�る�。� �
③� �そ�れ�ぞれの�町�が、�個�性�の�あ�る�町�をつく�っ�てい�た�だ�き�たい�、�あるい�は�公共�団�体�が�自主�的�

に�まち�づ�く�り�に対�し�て取り�組�める�、�そ�う�いう�仕�組み、�制�度を�充�実�し�てい�く�という�考�え�
方�の下�、�特別�用�途地�区�の導�入�を決�め�た。� �

 � �④� �この�度�の都�市�計画�法�の改�正�は�、�住�民�の意�向�を�汲�み取�り�つ�つ�、�こ�れま�で�以�上�に自�治�体が主�
体�性を�発�揮し�て�地域�の�実情�に�応じ�た�まち�づ�くり�を�推進�し�てい�く�こと�を�期待�し�てい�る�。� �

 �
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33  ただし、インターネットやカタログ販売などは、例外として地理的な商圏の概念が適用できない。
34  例えば、大規模小売店舗の成立時には、「競争条件の調整」と「中小小売商業者のボトムアップ」の２つの目標が掲げられた。大
規模小売店舗法関連５法においては「消費者利益の十分な配慮」、「出店調整手続きの迅速化、明確化」、「輸入拡大」と、「魅力あ
る商業集積の整備」、「経済社会の基盤充実」、「中小小売商業者の近代化・高度化」が目標として挙げられている。まちづくり３
法の成立に際しては、「大型店に対する政策転換」、「中心市街地の活性化」という目標が設定されている。

ど）が利害の対立するメンバーで構成されてい
ることと関連している。以下で、政策形成関係者
と調整機能及び振興機能の関係について考察し
ていく。
　まず、調整機能との関係である。小売商業は、
他の産業とは違い商圏内における消費支出ある
いは可処分所得を奪い合うという、限られた地
域内における水平的競争を特徴としている。例
えば製造業の場合、京都市内で作った製品が、全
国各地に販路を広げ、更に海外まで手を伸ばす
ことも可能であり、同時に京都市内の企業と九
州の企業が市場で競争するということも十分予
想される。一方で、小売業は地域の住民を顧客と
しているため、京都市内の店頭に並べられた生
鮮食料品、日用雑貨、衣料品などに全国から顧客
が押し寄せるということは通常考えにくい33。基
本的には限られたエリア内の住民が顧客であり、
小売商業者は規模を問わず「地域内の住民をど
う囲い込むのか」、「いかに忠誠心の高い顧客を
創造するのか」、ということに腐心するのであ
る。そして、小売商業者は、常に近隣の競合店の
動向（品揃え、品質、価格など）を注視し、これ
らの競合店と対抗し、顧客をひきつける経営努
力を行う。単純に言えば、商圏内の消費支出ある
いは可処分所得が一定の場合、ある店舗が栄え
れば、同業の店舗は衰退する。こうした競争関係
の中で小売業が経営努力をし、結果として消費
者に支持される良質な商業が育成される。こう
した小売商業の性格を前提とすると、新規出店
に際して何らかの調整を行う調整機能に関して
は、政策形成関係者のなかで利害が分かれるの
は明らかである。基本的には、規模のメリットを
享受し難い中小小売商業者は調整機能の強化、
すなわち大規模小売店舗の新規出店の抑制を求
める。一方で、大規模小売店舗である百貨店は、
基本的には調整機能の緩和を求めるが、スー
パーに比べて多店舗展開が不得意な性格上、時
にはスーパーとの関係において調整機能の強化
に賛成することがある（1973年の大規模小売店
舗法制定が典型例）。また、スーパーは、有利な
店舗展開が可能となるようできる限り調整機能

の緩和を求める。以上、あくまでも単純化した例
ではあるが、調整機能を取り巻くスタンスは正
に各人各様なのである。
　次に、振興機能との関係である。政策形成関係
者は、それぞれの思惑を含みながら、基本的には
振興機能に関しては賛同する。中小小売商業者
は、調整機能の緩和に対する代替的保障として、
自らを対象とする振興機能の強化に大いなる期
待を持つ。百貨店及びスーパーは、調整機能の規
制緩和を進めるための政治的配慮、すなわち中
小小売商業者の反対意思を和らげ、政府あるい
は自治体の意思決定を促進するための方策とし
て、中小小売商業者のための振興機能の強化を
要求する。このように政策形成関係者間の思惑
は分かれているものの、振興機能に関しては共
通して機能強化していく方向で合意を得やすい
という側面がある。
　以上、政策形成関係者と２つの機能の関係を
整理すると、調整機能に関しては利害の対立す
る商業者団体の思惑が調整機能に関して完全に
一致することは至難の業であるが、その調整機
能に関する政策形成関係者の意見を調整するた
めの役割を担うのが振興機能なのであると考え
られる。
　したがって、政府及び自治体は、特に調整機能
の緩和局面、すなわち規制緩和が進む局面にお
いて利害の対立する政策形成関係者に配慮した
複数の政策目標を掲げ、調整機能と振興機能と
いう２つの機能を軸とした複数の政策手段を
パッケージにして講じていこうとする34。つま
り、この複数の政策目標の設定が、小売商業政策
における調整機能と振興機能のポリシーミック
スの源流となるのである。
　次に、調整機能と振興機能を主軸とするポリ
シーミックスのメカニズムの解明を試みる。

４.２　ポリシーミックスのメカニズム

４.２.１　調整機能を「主」、振興機能を
「従」とするメカニズム
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　1998年の大規模小売店舗法の廃止とまちづく
り３法の制定により、長年にわたって続いてき
た大規模小売店舗に対する経済的規制が終焉し、
他方で周辺住環境などに配慮しまちづくりとの
整合を目的とする社会的規制が前面に押し出さ
れるようになってきた。このように調整機能に
関する政策意図が大きく変化する中にあって、
この間、一貫していえることは、調整機能が「主」
たる政策であり、振興機能は調整機能から見る
と「従」の関係性にあるということである。
　1973年に制定された大規模小売店舗法と中小
小売商業振興法の政策形成過程を振り返る。消
費者利益の確保、物価の安定、消費者欲求の充足
の観点から小売業の有効競争を促進するために
百貨店法の緩和が検討されていたことや、スー
パーなどの擬似百貨店の台頭や流通の国際化に
対応するために中小小売商業者と大規模小売商
業者の間に何らかの調整機能が必要だと考えら
れていたことから、新たに第２次百貨店法の出
店規制を緩和した大規模小売店舗法の制定が必
要とされた。その際、中小小売商業者が出店規制
の緩和に対応するために中小小売商業施策の一
層の強化、すなわち中小小売商業振興法が制定
されたのである。一方で、国会で大規模小売店舗
法を成立させるために、中小小売商業振興法が
不可欠であったという側面もある。つまり、調整
機能を緩和する際には、それにより事業機会を
奪われる中小小売商業者を対象とする振興機能
を強化することによって、結果的に中小小売商
業者の事業機会の一定割合を確保する、あるい
は一定割合が確保できなかったとしても、中小
小売商業者からの調整機能の規制緩和に対する
反対意思を和らげる役割を果たしていたのであ
る。
　次に、1992年に制定された大規模小売店舗法
関連５法の中で、調整機能としての大規模小売
店舗法の緩和と、振興機能としての特定商業集
積整備法、改正民活法及び改正中小小売商業振
興法の政策形成過程を振り返る。日米構造問題
協議により、日米間の非関税障壁として指摘さ
れていた大規模小売店舗法を緩和するというこ
とが避けてとおれない状況となっていた。この
規制緩和により、大規模小売店舗による無秩序
な出店が予想される中で、①魅力ある商業集積
の整備、②経済社会の基盤充実、③中小小売商の

近代化・高度化、といった新たな政策目標に対応
するために、特定商業集積整備法、改正民活法、
改正小売商業調整特別措置法という振興機能を
有した３つの政策が生まれたのである。そして、
調整機能を有した政策と振興機能を有した政策
が一括して国会で審議され成立した。ここでは、
米国からの圧力を受けている大規模小売店舗法
の改正を国会で成立させることと、その大規模
小売店舗法の緩和により生じるであろう副作用
に対抗するために振興機能を有した政策が制定
されているのである。
　1998年に制定されたまちづくり３法は、大規
模小売店舗法の規制緩和から廃止に向かう流れ
が大きなきっかけとなっている。大規模小売店
舗法が廃止され、新しく制定された調整機能を
有する政策は社会的規制を目的とする大規模小
売店舗立地法及び改正都市計画法であった。他
方で、中心市街地活性化法は、1990年の日米構
造問題協議以降、大規模小売店舗の新規出店が
都心郊外に急増することにより、中心市街地の
空洞化が進展したことを背景に制定されている。
したがって、先の２つの事例とは違い、必ずしも
調整機能としての大規模小売店舗法の廃止や、
大規模小売店舗立地法及び改正都市計画法の制
定を前提に、振興機能としての中心市街地活性
化法が存在する訳ではない。中心市街地の空洞
化という問題は、当時既に対応すべき問題とし
て認識されていたものの、アジェンダとしての
地位までは至っておらずそのタイミングを伺っ
ていたのである。そして、長らく続いた商業調整
政策の方針転換のタイミングに乗じて、まちづ
くり３法のひとつとして法制化されたのである。
　以上、３局面の政策形成を振り返ったが、共通
していることは、常に調整機能が「主」であり、
振興機能が「従」であるということである。これ
には２つの側面がある。第一は、機能的な面であ
る。調整機能が緩和していく中で、何らかの社会
的な影響が発生するのは否めない。その影響を
できるだけ小さくするための予防的措置として
振興機能が存在しているのである。第二に、政治
的な面である。中小小売商業者を支持団体とす
る政府与党にとっては、調整機能の緩和は政治
的影響の大きい問題である。国会議員選挙など
のタイミングであればなおさら与党内調整が困
難である。一方で、大規模小売店舗を設置、運営
している大企業も、他方で政治家への政治献金
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などによる政治的つながりが強く、政府与党も
簡単に中小小売商業者に偏った姿勢を示すこと
はできない。こうした身動きの取れない状況を
打破できるのが、新しい振興政策の打ち出しな
のである。国会での決議を諮る上では、振興政策
の存在は極めて大きい。
　このように、機能的な面からも、政治的な面か
らも、調整機能が常に中心になり、振興機能を有
する法律がその側面を支えるという、「主」と
「従」の関係でポリシーミックスが成り立ってい
るのである。

４.２.２　実質的決定時期の分離に関する
メカニズム

　小売商業政策が法律という形式を採る場合、
その形式的な決定は一般的には国会の審議を経
て議決された時点となる。一方で、実質的な決定
は、複数の政策案の中からひとつの政策案が選
択され、形式的意思決定の場に上程することの
合意が図られた時点である。調整機能と振興機
能によるポリシーミックスを分析していくと、
こうした形式的な決定時期と実質的な決定時期
のタイムラグに加えて、更に調整機能を有する
政策と、振興機能を有する政策の、２つの政策に
おける実質的決定時期に関するタイムラグが生
じていることが分かった（図７）。
　小売商業政策におけるポリシーミックスは、
まず、何らかの解決すべき問題に対処するため
の対応策として、調整機能を有した政策が先行
して実質的に決定される。そして、この調整機能
を有した政策と、その政策の運用により生じる

であろう結果予測が、新たな「解決すべき問題」
となり、その問題を解決するための手段として
新たな振興機能を有した政策が生まれるのであ
る。具体的には、調整機能の緩和が中小小売商業
者にとって「問題」となること、同じく調整機能
の政策転換が中心市街地の活性化を実現すると
いう視点から「問題」となること、などが挙げら
れる。このことは、先に確認した調整機能と振興
機能の「主」と「従」の関係とも関連する。「主」
たる政策の動向が決定し、それを支える「従」た
る政策が「主」たる政策の性質や力量を見極めた
うえで確定していくというメカニズムである。
このように、振興機能を有する政策の決定に関
するきっかけは、調整機能に関する何らかの変
化が前提となるのである。つまり、調整政策は問
題に対処するための「政策手段」という側面と、
振興政策を生み出す「原因」という側面の２面性
を有しているといえるのである。

４.２.３　相互補完と二律背反（trade off）
の両面を有したメカニズム

　調整機能と振興機能は、お互いが対立する関
係にあるというよりも、相互にバランスをとり、
補完しながら存在している。一方で、そのメカニ
ズムには二律背反の関係性を垣間見ることもで
きる。調整機能が強化されているときは、振興機
能はあまり省みられない。しかしながら、調整機
能が弱まっていく際には、振興機能の重要性は
増していく。この相互補完と二律背反の両面を
有した２つの機能のメカニズムについて考察し
ていく。

形式的�決�定 �

（国会の議�決�）�

政策実施�

解決す�べ�き�問�題�

政策形�成�過程� 対応策�

実質的�決�定 �

図７　小売商業政策の政策過程における実質的決定と形式的決定
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35  石原武政「流通調整政策」（鈴木　武編『現代の流通問題』東洋経済新報社，1993年）　93－ 95ページ　参照。

　まずは、相互補完である。石原武政も指摘する
ように、調整機能にとって振興機能は、調整機能
が保護政策に陥らないための重要なパートナー
である35。また、調整機能にとって振興機能は、
調整機能を含む政策を決定する上で、政治的に
不可欠な存在である。一方で、振興機能にとって
調整機能は、振興機能を生み出す原因者である
と同時に、特に経済的規制下においては、調整機
能の存在自体が振興機能対象者（主に中小小売
商業者）の自助努力を削ぐ恐れがあるという危
険性も有している。更に、例えば1973年当時に
生じていた①百貨店以外の大規模小売店舗
（スーパー）の急速な進出、②資本自由化の進展、
③コンシューマリズム（消費者主義）の台頭、と
いう３つの社会的問題を解決するためには、調
整機能を有した大規模小売店舗法と、振興機能
を有した中小小売商業振興法の２つの政策で互
いに補い合う必要性も確認できる。このように、
調整機能と振興機能は、お互いにバランスをと
り、補完しながら存在しているのである。
　次に、二律背反のメカニズムについてである
が、まず①政府及び自治体における政策分野の
中で、小売商業政策の占める相対的位置付けに
変化がないということ、②政府及び自治体の予
算規模あるいは事業のヴォリュームが一定であ
ること、という２点が前提となる。相対的位置付
けや予算規模の変化は、二律背反の関係性を見
えにくくするからである。図８で、二律背反の関
係にあるメカニズムを考察する。
　例えば、政策目標が10あるとする。調整機能
を強化し続けることによって、その目標を達成

してきたが（図８－１）、仮に調整機能を弱めた
ことにより10の政策目標が達成できなくなり、7
になったとする（図８－２）。そこで、その足り
ない部分として３を振興機能を強化することで
埋めようとするのである（図８－３）。こうした
関係は、経済的規制の場合においては大規模小
売店舗の出店規制と中小小売商業の振興という
言葉に置き換えられる。また、社会的規制の場合
は、大規模小売店舗の出店によるマイナスの外
部性が発生した場合に、そのマイナスを振興機
能で埋めていく。また、規制緩和局面において、
大規模小売商業者が振興機能の強化を要望する、
すなわち振興機能の強化と引き換えに調整機能
の緩和を推進しようとする動向も、このメカニ
ズムと大いにかかわりがある。
　この調整機能と振興機能の二律背反の関係性
には２つの特徴がある。
　第一に、調整機能が０の場合や、振興機能が０
の場合は、現実的には二律背反は成り立ちにく
いことである。もちろん理論上は、調整機能が０
で、振興機能が10を担うことも、また、その逆
も同様に考えられる。調整機能は、政策意図にか
かわらず特定の主体に対して、その活動の抑制
を目指すものであり、調整機能が０になるとい
うことは全く抑制のない完全な自由市場が前提
になる。先述のとおり、調整機能と振興機能の関
係を「主」と「従」とするならば、「主」が存在
しないなかで、すべてを「従」で補うことは現実
的に困難である。したがって、一定の調整機能の
存在が前提となる。また、振興機能が０になる場
合は、経済的規制も社会的規制も現実的には保
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図８　調整機能と振興機能の二律背反の関係図
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護政策的な側面が強調され、現実的な政策とし
て選択される可能性は薄い。
　第二に、調整機能と振興機能の実効性に差が
あることである。調整機能は大規模小売店舗の
出店を阻止することができるという、まさに営
業の自由を規制する直接的な機能である。政策
効果についての意見は分かれるが、少なくとも
新規出店を凍結すれば、中小小売商業者の事業
機会の確保は所期の目的どおり実現できるはず
である。一方で、振興機能は主体の任意性を前提
とする機能であり、政策効果が表面化しにくく、
政策目標が達成したかどうかの見極めが非常に
難しい。したがって、調整機能の弱化を振興機能
で補完することは理論上は可能であるが、現実
的には常に成功するとは言いがたい。特に経済
的規制における振興機能は、調整機能の緩和に
関する合意形成を図るための代替的措置に過ぎ
ないという側面があることは否定できない。
　以上、二律背反に関する２つの特徴を示した。
調整機能と振興機能については、「品質かコスト
か？」、あるいは「デザインか価格か？」という
ような互いに矛盾を抱えた関係性ではない。ま
た、それぞれの性格に起因する実効性の差や、
「主」と「従」の関係は、双方が対等な対立軸で
はないことを示している。むしろ、先に示した相
互補完の関係性と相俟って、「２つの機能がお互
いを支えあい、折り合いを付けている」又は「歩
み寄っている」という表現が２つの機能の関係
性を表す上で適当かもしれない。
　
　
５．結びにかえて

　本稿では、小売商業政策における政策転換局
面の分析をとおして、調整機能と振興機能を主
軸とするポリシーミックスの形成要因及びメカ
ニズムを解明することを試みた。その結果、ポリ
シーミックスに関して「調整機能を主、振興機能
を従とするメカニズム」、「実質的決定時期の分
離に関するメカニズム」、「相互補完と二律背反
（trade off）の両面を有したメカニズム」の３つの
特徴的な仕組みを導き出すことができた。とり
わけ、「調整機能を主、振興機能を従とするメカ
ニズム」と「実質的決定時期の分離に関するメカ
ニズム」によって、社会的関心の高い調整機能が
政治日程に取り上げられやすいということ、更

にその調整機能の緩和局面、すなわち規制緩和
が進む局面において振興機能が機能的にも政治
的にも重要な役割を果たしていることが分かっ
た。また、「相互補完と二律背反（trade off）の両
面を有したメカニズム」によって、小売商業政策
が、政府や自治体の政治的手腕の下、調整機能と
振興機能が絶妙のバランスを取ることによって
成り立っていることが分かった。調整機能が行
き過ぎれば、結果として競争原理を阻害する要
因となる。一方で、振興機能が行き過ぎればいわ
ゆる効果の薄い「ばら撒き行政」と見なさざるを
得なくなる。つまり、２つの機能は、市場機能と
の適切な距離を保ち、常に市場機能を補完する
というスタンスを失わないようにしなければな
らないのである。このように小売商業政策にお
ける調整機能と振興機能の関係性を分析するこ
とは、言い換えれば小売商業政策の本質に接近
する研究であるともいえよう。
　また、ポリシーミックスが形成される要因と
して、中小小売商業者、スーパー、百貨店など利
害の対立する政策形成関係者が重要な役割を
担っていることが分かった。利害の対立する政
策形成関係者に対応して複数の政策目標を設定
することが、結果として小売商業政策における
ポリシーミックスにつながっているという側面
があるからである。一方で、こうした政策形成関
係者に対応するということは、ややもすると「住
民のための政策」ではなく、「小売商業者のため
の政策」に陥るという危険性も指摘できる。更に
「小売商業政策は誰のための政策か？」という問
題提起につながっていくことになろう。
　一方で、小売商業政策におけるポリシーミッ
クスが有効に作用する上での課題として、①小
売商業政策の政策目標及び効果指標の抽象性に
起因して、ポリシーミックスを構成する複数の
政策の組み合わせが最適かどうかの検証が困難
であること、②ポリシーミックスを構成する各
政策の政府内所管組織が分散していることによ
る政策連携の欠如への危惧、の２点が浮かび上
がってくる。特に、1998年に成立したまちづく
り３法は、経済産業省が所管する小売商業政策
に、国土交通省の中核である都市計画法、すなわ
ち都市計画の視点を本格的に取り込んでいると
いう意味で極めて意義深いポリシーミックスで
あると考えるが、他方で、本稿の執筆時点（2006
年３月）における筆者の感想として、必ずしも実
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施・運用段階での省庁間の歯車が噛み合ってい
るとは言いがたい現状であることは指摘せざる
を得ない。こうしたポリシーミックスが有効に
作用するための課題の抽出や、更なる考察につ
いては、今後の研究課題としたい。
　最後に、本研究の研究意図について触れてお
きたい。従来から、調整機能と振興機能のポリ
シーミックスは、基本的には政府が枠組みを決
めていた。しかしながら、その役割を自治体が担
うケースが増加している。小売商業政策が、地域
の振興を目的とする地域政策、あるいは都市政
策の一翼を担っているとすれば、今後、小売商業
政策は、地域や都市に最も近い位置に存在する
自治体の比重が高まることが予想される。これ
までのように、政府が描いた方針を自治体がな
ぞる時代から、自治体自らが政策方針を打ち出
していく時代に変化しているのである。そのた
めにも、これまでの小売商業政策に関する政策
領域、政策過程、政策構成などの研究、具体的に
は、調整機能や振興機能を含有する政策の形成
過程や、２つの機能のバランス、更に２つの機能
と政策形成関係者の関係性などについての研究
が一層深化し、その成果が政府や自治体で共有
化されることが重要であると考える。本稿が、そ
のための一助になることを願っている。

参考文献

荒木俊之「「まちづくり」３法成立後のまちづくり展開―
都市計画法を中心とした大型店の立地の規制・誘導
―」『経済地理学年報』第51巻，2005年

石坂匡身『環境政策学―環境問題と政策体系』太洋社，2000
年

石原武政『小売業における調整政策』千倉書房，1994年
石原武政『まちづくりの中の小売業』有斐閣選書，2001年
糸園辰雄『現代の中小商業問題』ミネルヴァ書房，1987年
今村都南雄・武藤博巳・真山達志・武智秀之『ホーンブッ

ク行政学』北樹出版，2004年
宇都宮深志・新川達郎編『行政と執行の理論』東海大学出

版，2001年
大矢野栄次『経済原理と経済政策』同文舘，2000年
草野　厚『大店法　経済規制の構造』日本経済新聞社，1992

年
酒井良清・榊原健一・鹿野嘉昭『金融政策』有斐閣，1999

年
産業構造審議会流通部会・中小企業政策審議会流通小委員

会合同会議「中間答申」，1997年 12月 24日　

杉岡碩夫『大店法と都市商業・市民』日本評論社，1991年
鈴木安昭『日本の商業問題』有斐閣，2001年　
総務省「中心市街地の活性化に関する行政評価・監視結果

に基づく勧告」2004年９月
田島義博『流通の進化』日経事業出版センター，2004年
田中道雄『商店街経営の研究―潮流・変革・展望―』中央

経済社，1995年
通商産業省企業局編『地域経済と流通近代化』1970年
通商産業省企業局編『70年代における流通（産業構造審議

会第９回中間答申）』1971年
通商産業省企業局『流通革新下の小売商業―百貨店法改正

の方向―』産業構造審議会流通部会第10回中間答申，
1972年

通商産業省商務課『90年代の流通ビジョン』財団法人通商
産業調査会，1989年

通商産業省産業政務局・中小企業庁『21世紀に向けた流通
ビジョン―我が国流通の現状と課題―[産構審・中政
審合同会議答申]』財団法人通商産業調査会，1995年

通商産業省産業政務局流通産業課『これからの大店政策－
大店法からの政策転換―　産業構造審議会流通部会・
中小企業政策審議会流通小委員会合同会議中間答申』
財団法人通商産業調査会，1998年

日本経済新聞社編『大店法が消える日』，1990年
日本商工会議所『商調協の手引き』，1982年
真山達志『政策形成の本質　現代自治体の政策形成能力』

成文堂，2002年
宮川公男『政策科学の基礎』東洋経済新報社，2001年
渡辺達朗『現代流通政策』中央経済社，2001年

（国会会議録）
　第69回国会（1972年）
　　衆議院商工委員会流通問題小委員会　７月12日
　第71回国会（1973年）
　　衆議院本会議　　　　４月17日
　　衆議院商工委員会　　４月25日, ６月６日, 13日, 20日,
　　　　　　　　　　　　７月３日 , ４日 , 10日 , 11日
　　参議院商工委員会　　６月21日, ８月28日, 30日,
　　　　　　　　　　　　９月６日, 11日, 13日
　第120回国会（1991年）
　　衆議院本会議　　　　４月９日
　　衆議院商工委員会　　４月12日, 17日, 22日
　　参議院商工委員会　　４月23日, 25日, ５月７日, ８日
　第142回国会（1998年）
　　衆議院本会議　　　　４月16日
　　衆議院商工委員会、建設委員会連合審査会　４月28日
　　衆議院商工委員会　　４月16日, 24日, ５月６日, ７日
　　衆議院建設委員会　　４月16日, 17日, 24日, ５月６日
　　参議院本会議　　　　５月11日
　　参議院経済・産業委員会、国土・環境委員会連合審査会
　　　　　　　　　　　　５月20日
　　参議院経済・産業委員会　５月12日, 14日, 21日, 26日


